
　安倍政権の「暴走」が止まりません。
　国民の圧倒的多数の反対を無視し
て、７月１日、集団的自衛権の行使容認
の閣議決定を強行し、「アメリカと一緒
に戦争する国づくり」を加速させていま
す。沖縄・辺野古への新基地建設のた
めに、沖縄県民の総意を無視してボー
リング調査も強権的に開始しました。

　日本は第２次世界大戦の痛苦の反省
の上に平和憲法を制定しました。
　憲法9条は「戦争しない」「武力を使
わない」と定めています。
　いま世界では、「軍事攻撃は許されな
い」と、紛争を武力で解決するのではな
く、対話による解決をめざす動きが強
まっています。日本は憲法９条の理念に
立ち、平和的解決の先頭に立つことこそ
求められています。

　安倍政権の暴走に、さまざまな方が不安
と反対の声を上げています。政治信条や思
想・宗教の違いを超え、立場の違いを超え
て、いま、平和憲法を守りぬくために手を
つなぎましょう。憲法を守り、いかす共同
の輪を広げましょう。

○憲法を守り、日本を戦争できる国にしないでください
○憲法をいかし、格差と貧困を解消し、雇用とくらしを
　改善してください

　2014年秋、「憲法をいかし、くらし・雇用・平和を守
ろう」と「ストップ『戦争する国』づくり！　かがやけ憲
法！　全労連全国キャラバン」に取り組んでいます。
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　安倍政権は、日本を「世界で一番企業が活動
しやすい国」にするため、労働法制や社会保障
の大改悪を急ピッチですすめています。また、
消費税増税、くらしを壊すＴＰＰ参加なども強
行しています。大企業だけが大儲けする国でな
く、労働者・国民が安心して働きくらしていけ
る、社会保障も充実している、地域が元気な幸
せな日本に変えていきましょう。

　憲法の基本原則はないがしろにされ、労働法制や
社会保障、教育など人々のくらしや福祉が全面攻撃
されています。消費税増税や農業・農協つぶしで地
域の生業が破壊されています。

アベノミクスの正体は
労働者・国民いじめ
大企業優先
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ディーセントワークの実現を
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　働く人々の権利や働くルールを破壊し、日本を総
ブラック企業化しようとしています。労働者派遣法
の「臨時的・一時的業務に限定する」という大原則
をなくし、派遣労働者を低賃金・無権利で、企業が
使い続けられるよう改悪しようとしています。
　来年の通常国会への法案提出をめざし「残業代ゼ
ロ」制度の検討がすすんでいます。「年収の高い
人」「希望者のみ」などとして制度を導入した後、
平社員にまで広げていくねらいです。今でも長時
間・過密労働は深刻な社会問題になっており、健康
破壊と過労死の多発が危惧されます。

　グローバル化を理由に国
民各層に「痛み」を強いて
コスト競争を続けていて
は、国は疲弊するばかり。
欧州や米国、東南アジアな
どでは、最低賃金の大幅引
き上げや公契約の制定で賃
金の底上げがすすんでいま
す。個人消費を温めてこそ
内需が回復し、地域経済も
潤います。ＩＬＯが提唱す
るディーセントワークをす
すめましょう。

日本中がブラック企業だらけ
残業代もなくなる

　消費税増税の一方で、国の責任がなし崩しにさ
れ、社会保障は解体の危機に直面しています。自助
(自己責任)が強調され、医療・介護・年金は、公的
保険の範囲を縮小し、そこに営利企業を参入させ、
儲けの場に変えようという企みです。

社会保障も解体

　安倍「教育再生」は「戦争する国」の人づくりを
ねらい、道徳の「教科化」や教科書への攻撃など、
教育への政治介入を強めています。

戦前のように「お国のための教育」へ 各国統計より（OECD統計の購買力平価による円換算レート）

実現を


